
豊中市告示第３２９号 

         豊中市病院事業業務状況の公表 

豊中市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年豊中市条例第４７号）第９条の規定による 

平成２９年１０月１日から平成３０年３月３１日までの業務状況を、次のとおり地方公営企業法 

（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２の規定に基づき公表します。 

平成３０年６月１日 

                                                     豊中市長  長 内 繁 樹         

平成３０年（2018 年）３月３１日現在 

                    病 床 数                ６１３床 

                       一 般 病 床                ５９９床 

                       感染症病床             １４床 

                        （２９．１０．１～３０．３．３１） 

                    患 者 数          ２４３，１０９人 

                       入院患者数      ９７，１３３人（一日平均      ５３４人） 

                       外来患者数     １４５，９７６人（一日平均  １，２１６人） 

 

    

内 科

21,812人

(22.5%)

消化器内科

13,441人

(13.8%)

外科

10,322人

(10.6%)

整形外科

6,656人

(6.9%)

産婦人科

6,910人

(7.1%)

循環器内科

6,161人

(6.3%)

泌尿器科

5,255人

(5.4%)

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科

6,081人

(6.3%)

神経内科

5,460人

(5.6%)

小児科

4,985人

(5.1%)

脳神経外科

4,014人

(4.1%)

耳鼻いんこう科

2,067人

(2.1%)

その他

3,969人

(4.2%)

 

内 科

25,974人

（17.8%）

消化器内科

20,420人

(14.0%)

外科

17,663人

（12.1%）

産婦人科

12,015人

(8.2%)

泌尿器科

10,325人

(7.1%)

整形外科

8,821人

（6.0%）

循環器内科

8,377人

(5.7%)

歯科

歯科口腔外科

6,402人(4.4%)

耳鼻いんこう科

6,091人

(4.2%)

皮膚科

5,600人

(3.8%)

小児科

5,326人

(3.6%)

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科

3,181人

(2.2%)

その他

11,913人

(8.2%)

神経内科

3,868人

（2.7%)

    

    

診療業務件数 

レントゲン業務             ６９，６６９件 

検 査 業 務              １，７８５，８４９件 

手 術 業 務                      ２，６８６件 

分 娩 業 務                          ４１６件 

科別入院患者数 科別外来患者数 

入院患者数 

97,133 人 

（100.0%） 

外来患者数 

145,976 人 

（100.0%) 



平成29年度（2017年度）下半期予算の執行状況  （消費税及び地方消費税込み） 

収益的収支

累　計

0 円

入 院 収 益

5,791,080,121円 長期前受金戻入243,128,479円 11,383,257,778円

外 来 収 益 その他医業外収益102,056,669

2,459,229,088円 他会計負担金172,804,461 4,828,441,528円

そ の 他 医 業 収 益 受取利息 17,455円

438,030,598円 その他医業収益438,030,598 834,306,954円

外来収益 2,459,229,088

入院収益 5,791,080,121

受 取 利 息 補助金 ##########

17,455円 他会計補助金########## 68,115円

他 会 計 負 担 金

172,804,461円 694,222,461円

他 会 計 補 助 金

374,417,000円 374,417,000円

補 助 金

62,711,600円 62,711,600円

長 期 前 受 金 戻 入

243,128,479円 179,611,796円

その他医業外収益

102,056,669円 478,120,479円

　　　支     出

累　計

円 #REF!

給 与 費 58円 59

5,270,527,863円 雑損失 7,224,201 9,295,263,924円

材 料 費
消費税及び地方消費税 17,057,800円

2,515,566,104円 長期前払消費税勘定償却 7,868,615 4,897,304,052円

経 費 看護師等確保費 8,369,609

1,878,836,100円 支払利息及び 129,933,660 2,992,068,969円

減 価 償 却 費

676,530,685円 研究研修費 34,850,140 1,387,796,185円

資 産 減 耗 費

9,869,448円 資産減耗費 9,869,448 9,869,448円

研 究 研 修 費 減価償却費 676,530,685

34,850,140円 経費 1,878,836,100 61,629,623円

材料費 2,515,566,104

給与費 5,270,527,863

支払利息及び

企業債取扱諸費

129,933,660円 266,400,700円

看護師等確保費

8,369,609円 13,383,923円

長期前払消費税勘定償却

7,868,615円 15,738,240円

消費税及び地方消費税

17,057,800円 22,485,700円

雑 損 失

7,224,201円 32,633,342円

差 引 額

△913,158,754円 差引額 ########## △159,416,395円

18,835,157,711円

18,994,574,106円

　　　収    入 9,643,475,471円

医

業

収

益

医

業

外

収

益

10,556,634,225円

医

業

費

用

医

業

外

費

用

０ ５億 １０億 １５億 ２０億 ２５億 ３０億 ３５億 ４０億 ４５億 ５０億 ５５億 ６０億

０ ５億 １０億 １５億 ２０億 ２５億 ３０億 ３５億 ４０億 ４５億 ５０億 ５５億 ６０億

０ △５億 △１０億 △１５億 △２０億 △２５億 △３０億 △３５億 △４０億 △４５億 △５０億 △５５億 △６０億



資本的収支 

　　　収    入

累　計

企 業 債

604,500,000円 企業債 ########## 604,500,000円

固定資産売却代金

38,610円 固定資産売却代金38,610 38,610円

他 会 計 負 担 金

443,803,000円 他会計負担金########## 887,606,000円

府 補 助 金

11,286,000円 府補助金 11,286,000 11,286,000円

　　　支     出

累　計

建 設 改 良 費 企業債償還金##########

839,792,657円 942,888,167円

企 業 債 償 還 金 0 ##########

724,034,460円 1,441,509,837円

差 引 額

△504,199,507円 差引額 504199507 △880,967,394円

企業債現在高

一時借入金現在高

10,792,472,500円

1,059,627,610円

2,384,398,004円

0円

1,563,827,117円

貸 借 対 照 表 （ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 抜 き ）

[平成３０年(２０１８年）３月３１日現在]

1,503,430,610円

固定資産

18,781,677,788円

（68.5%）

流動資産

8,643,113,181円

（31.5%）

資 産 の 部

27,424,790,969 円

（100.0%）

固定負債

10,301,078,246円

（37.6%）

流動負債

3,807,553,604円

(13.9%)

繰延収益

1,506,489,817円

(5.5%)

資本金

11,093,373,790円

(40.4%)

剰余金

716,295,512円

（2.6%）

負債・資本の部

27,424,790,969円

（100.0%）

０ ５億 １０億 １５億 ２０億 ２５億 ３０億 ３５億 ４０億 ４５億 ５０億 ５５億 ６０億

０ △５億 △１０億 △１５億 △２０億 △２５億 △３０億 △３５億 △４０億 △４５億 △５０億 △５５億 △６０億

０ ５億 １０億 １５億 ２０億 ２５億 ３０億 ３５億 ４０億 ４５億 ５０億 ５５億 ６０億



平成30年度（2018年度）予算の状況　　(消費税及び地方消費税込み）

収益的収支

入 院 収 益

12,033,341,000円

外 来 収 益

5,181,493,000円

そ の 他 医 業 収 益
0 円

831,999,000円 長期前受金戻入##########

その他医業外収益231127000

補助金 60181000

受 取 利 息 他会計負担金551314000

65,000円 他会計補助金##########

他 会 計 負 担 金 受取利息 65,000

551,314,000円 0

他 会 計 補 助 金 その他医業収益##########

403,034,000円 外来収益 ##########

補 助 金 入院収益 ##########

60,181,000円

長 期 前 受 金 戻 入

498,969,000円

その他医業外収益

231,127,000円

　　　支     出

0 円

給 与 費 円 1,000,000

9,500,383,000円 円 0

材 料 費 雑損失 ##########

4,859,588,000円 消費税及び地方消費税26,000,000

経 費 #REF! #REF!

3,364,897,000円

減 価 償 却 費 看護師等確保費27,595,000

1,389,820,000円 支払利息及び##########

資 産 減 耗 費 0 0

128,560,000円 研究研修費 69,758,000

研 究 研 修 費 資産減耗費 ##########

69,758,000円 減価償却費 ##########

経費 ##########

材料費 ##########

支払利息及び 給与費 ##########

企業債取扱諸費

248,738,000円

看護師等確保費

27,595,000円

消費税及び地方消費税

26,000,000円

雑 損 失

25,898,000円

1,000,000円

差 引 額

149,286,000円

差引額 ##########

医

業

外

費

用

医

業

費

用

　　　収    入 19,791,523,000円

医

業

収

益

医

業

外

収

益

19,642,237,000円

予

備

費

０ １０億 ２０億 ３０億 ４０億 ５０億 ６０億 ７０億 ８０億 ９０億 １００億 １１０億 １２０億 １３０億

０ １０億 ２０億 ３０億 ４０億 ５０億 ６０億 ７０億 ８０億 ９０億 １００億 １１０億 １２０億 １３０億

０ １０億 ２０億 ３０億 ４０億 ５０億 ６０億 ７０億 ８０億 ９０億 １００億 １１０億 １２０億 １３０億



資本的収支 

　　　収    入

企 業 債

1,605,700,000円

他 会 計 負 担 金 0 円

905,510,000円
他会計負担金##########

企業債 ##########

　　　支     出

建 設 改 良 費

1,864,463,000円

企 業 債 償 還 金

1,521,855,000円
企業債償還金##########

建設改良費 ##########

差 引 額

△875,108,000円

差引額 875108000

2,511,210,000円

3,386,318,000円

０ １０億 ２０億 ３０億 ４０億 ５０億 ６０億 ７０億 ８０億 ９０億 １００億 １１０億 １２０億 １３０億

０ １０億 ２０億 ３０億 ４０億 ５０億 ６０億 ７０億 ８０億 ９０億 １００億 １１０億 １２０億 １３０億

０ △１０億 △２０億 △３０億 △４０億 △５０億 △６０億 △７０億 △８０億 △９０億△１００億△１１０億△１２０億△１３０億



平成平成平成平成 30303030 年度年度年度年度経営経営経営経営方針方針方針方針    

 

当院は、「地域と連携し、急性期中核病院として高度で良質な医療の提供」を基本目

標に健全で安定的な病院運営を目指しています。 

しかしながら、平成 28 年度決算においては、全職員の果敢な取組みにもかかわらず、

約 4 億 3 千万円の純損失（赤字）となりました。平成 28 年度の診療報酬の改定により、

7:1 入院基本料が厳格化される中、平均在院日数の短縮や入院単価の増大は図られたものの、

新規患者数の確保が不十分であったことが減収の基本要因です。 

 平成 29 年度の 4 月～7 月期においては、新規入院患者が前年度を上回り回復傾向に

あり、在院日数も昨年同様の 11.6 日、病床利用率も昨年度の 87.5％に対し 90％台で推

移していますが、現状のままでも、まだ赤字決算が予想されるため、更なる努力が必要

です。 

 こうした状況の中、平成 30 年度においては、職員 1 人ひとりが当院の置かれている

現状を改めて認識し、合理性や効率性を発揮するため、各部署・各診療科が連携し、従

前にも増して収益の確保はもとより、経費の削減、業務の整理効率化等を念頭において

病院事業を展開します。 

 

≪平成平成平成平成 30303030 年度の年度の年度の年度の目標と重点取組み事項目標と重点取組み事項目標と重点取組み事項目標と重点取組み事項≫ 

【目標】 

  平成 30 年度以降の収支において、赤字を出さない運営体質を確立します。 

 

【取組み】 

１．新規入院患者の増加と単価 UP 

   医療の質の向上とその基盤となる経営の安定化を図るため、月平均約 1,300 人

（昨年 1,255 人）の新規入院患者の確保とともに、入院単価 59,000 円（昨年 58,024

円）を目指します。特に患者拡大のため、「断らない救急医療」「地域医療との円滑

な対応」「ベッドコントロール強化」に、病院組織が一丸となって取り組みます。 

  

２．発信力の強化 

   当院の強みや魅力である医療機能、チーム医療、医療スタッフ、機器整備等が十

分に発信されていません。今年度後半に予定されている第 2 回オープンホスピタル

や市民健康展への参加、新病院 20 周年記念誌発刊等を契機として、あらゆる広報、

啓発、ＰＲ媒体を積極的に活用し、当院のアピールを継続展開します。 

 

３．施設改修および医療機器の更新 

   施設や医療機器の老朽化に対応して、施設設備の改修や更新を計画的に進めてい

きます。なお、平成 30 年度においては、収益増加が見込み難い中、新たな高額医

療機器の購入は必要最小限とし、機器の更新を中心に整備を図ります。 


